別紙１（第１号様式）　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する要件の事業計画書を提出すること


生産性革新等挑戦投資促進事業　助成対象事業計画書
【労働生産性向上要件】

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長　様
	
	作成日
	　　年　　月　　日

	企業名 (ふりがな)
	（　　　　　　　　　　　　　）

	電話番号
	　　　　　－　　　　－

	
	
	FAX番号
	　　　　　－　　　　－

	代表者
役職・氏名
	印
	担当者氏名
	

	所在地
	〒

	役員数
	人 
	従業員数
	人 

	業　種
	【該当するいずれか１つに○印】
１．金属製品製造業　２．一般機械器具製造業　３．電気機械器具製造業　４．その他製造業（　　　　　）
５．サービス業　６．建設業　７．小売業　８．運輸業　９．医療法人　10．卸売業　11．飲食業
12．その他（　　　　　　）

	事業内容
	

	主要仕入先
	
	主要販売先
	

	親会社及びグループ会社
	

	企業区分
	下記(1)から(4)のうち該当するいずれか及び【確認事項】に☑すること。

	
	☐　(1) 大企業（地域未来投資促進法による地域経済牽引事業計画を承認された企業に限　　　
る）※県産業立地課からの承認書のコピーを添付すること

	
	☐  (2) 中小企業（中小企業信用保険法第２条第１項に定めるもの）※事業案内P16参照

	
	☐  (3) 小規模企業（中小企業信用保険法第２条第３項に定めるもの）※事業案内P5参照

	
	☐  (4) その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	【確認事項】
　☐  みなし大企業に該当しないことに相違ない。※事業案内P4参照


１　助成対象者への該当内容
 　①金融機関資金を利用する方は、下記(1)から(6)のうち該当するいずれかに☑すること。①、②のいずれかに☑

	☐ (1) 会社法第２条第１項に規定する株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社

	☐ (2) 中小企業信用保険法第２条第１項第１号、第２号に規定する中小企業者

	☐ (3) 事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合又は商工組合連合会

	☐ (4) 商店街振興組合、生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合若しくは酒類業組合又はこれらの連合会

	☐ (5) 農業を営む個人若しくは法人（ただし、農業を２年以上営んでいること。）又は認定農業者

	☐ (6) 医業を主たる事業とする法人


 　②県制度融資を利用する方は、下記(1)から(6)のうち該当するいずれかに☑すること。
	☐ (1) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）

	☐ (2) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋新技術・新事業等展開枠）

	☐ (3) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋グリーンニューディール枠）
☐ (4) 中小企業創業等支援資金（創業枠）
☐ (5) 事業承継資金

	☐ (6) 企業立地促進資金貸付金


２　投資計画の具体的な内容（※具体的かつ詳細に記載してください。）　　　　　
	現在の事業内容、業況
（事業概要、受注動向、売上や利益の推移等）
	事業の概要

	
	




	
	受注の動向や、売上・利益の推移

	
	




	
	今後の見通し等、事業内容等に関して特記すべき事項

	
	




	労働生産性向上に向けた取組状況等
	労働生産性向上の取組に至った経緯や取組状況、目標数値等

	
	



	[bookmark: _Hlk2792151]労働生産性向上に向けた今回の設備投資の必要性や得られる効果等

	労働生産性向上に向けて今回の設備投資が必要な理由

	
	



	
	今回の設備導入による業績への効果及び根拠

	
	（数値や事例を用いて記載すること）




	貴社が抱える課題と今回の設備投資による課題解決効果
	貴社が抱える課題等

	
	



	
	今回の設備投資による課題解決効果

	
	



	[bookmark: _Hlk2792174]その他
（県内他企業への波及効果等）
	今回の設備投資がもたらす県内他企業への波及効果等

	
	（県内企業への取引拡大や新規雇用創出・賃金増、成長分野の更なる発展や社会問題の解決に寄与する 等）



	
	その他

	
	（特記すべき事項があれば記載）




〇 ワーク・ライフ・バランスに関する県事業への取組状況（複数回答可）
	☐　新潟県ハッピー・パートナー企業に登録し、「取組実施済」として県に取組報告書を提出している
☐　新潟県イクメン応援宣言企業に登録している
☐　上記のいずれも登録していない


※ハッピー・パートナー企業をチェックした場合は取組報告書一式のコピーを、イクメン応援宣言企業をチェックした場合
は登録証のコピーを添付すること。

３　当事業による設備投資の計画　　　　　　
	設備の導入区分
	☐新設   　 ☐増設     ☐改修（観光施設又は起業・創業要件のみ）

	導入完了予定日
	　　年　　月　　日

	設備の設置場所
	☐申請者所在地に同じ　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



	導入する設備
	金　額（単位：円）

	
	消費税抜
積算対象経費
	消費税抜
積算対象外経費
	消費税
	計

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	



助成金額積算報告書の
設備導入額(A)に転記

	全 体 の 資 金 調 達 計 画　(単位:円)
	一致すること


	助成金申請額
	円
	

	金融機関借入金
	円
	

	県制度融資
	円
	

	その他借入金
	円
	

	自己資金
	円
	

	合　　　　計
	円
	



















別紙１（第１号様式）　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する要件の事業計画書を提出すること

生産性革新等挑戦投資促進事業　助成対象事業計画書
【起業・創業要件】

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長　様
	[bookmark: _Hlk2856453]
	作成日
	　　　　年　　月　　日

	氏 (ふり)　名 (がな)
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	生年月日
	昭・平　　年　　月　　日生
（満 　　 歳）

	住所
	〒

	電話番号
	－　　　　－

	
	
	ＦＡＸ
	－　　　　－

	現在の所属等
	所属機関・部署・職名

	
	

	現在の所属機関
所在地等
	〒

	電話番号
	－　　　　－

	
	
	ＦＡＸ
	－　　　　－

	業種や主な
事業内容等
	業種【該当するいずれか１つに○印】

	
	１．金属製品製造業　２．一般機械器具製造業　３．電気機械器具製造業　４．その他製造業（　　　　　）
５．サービス業　６．建設業　７．小売業　８．運輸業　９．医療法人　10．卸売業　11．飲食業
12．その他（　　　　　　）

	
	主な事業の内容

	
	






	
	企業区分
（下記(1)から(4)のうち、該当するいずれか及び【確認事項】に☑すること。）

	
	☐ 　(1) 大企業（地域未来投資促進法による地域経済牽引事業計画を承認された企業に限る）※県産業立地課からの承認書のコピーを添付すること
☐ 　(2) 中小企業（中小企業信用保険法第２条第１項に定めるもの）
※事業案内P16参照
☐ 　(3) 小規模企業（中小企業信用保険法第２条第３項に定めるもの）
※事業案内P5参照
☐ 　(4) その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	【確認事項】
☐ 　みなし大企業に該当しないことに相違ない。※事業案内P4参照

	最終学歴
	昭・平　　年　　月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	卒業・卒業見込み

	職歴及び当該事業に係る事業経験
	昭・平　　年　　月
	（経験年数　年　月）

	
	昭・平　　年　　月
	（経験年数　年　月）

	
	昭・平　　年　　月
	（経験年数　年　月）

	今まで習得して
きた知識・技能・資格等
	





１　助成対象者への該当内容
 　①金融機関資金を利用する方は、下記(1)から(6)のうち、創業後に該当するいずれかに☑すること。①、②のいずれかに☑

	☐ (1) 会社法第２条第１項に規定する株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社

	☐ (2) 中小企業信用保険法第２条第１項第１号、第２号に規定する中小企業者

	☐ (3) 事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合又は商工組合連合会

	☐ (4) 商店街振興組合、生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合若しくは酒類業組合又はこれらの
連合会

	☐ (5) 農業を営む個人若しくは法人（ただし、農業を２年以上営んでいること。）又は認定農業者

	☐ (6) 医業を主たる事業とする法人


 　②県制度融資を利用する方は、下記(1)から(5)のうち該当するいずれかに☑すること。
	☐ (1) 中小企業創業等支援資金（創業枠）
☐ (2) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）

	☐ (3) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋新技術・新事業等展開枠）

	☐ (4) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋グリーンニューディール枠）

	☐ (5) 企業立地促進資金貸付金



２　投資計画の具体的な内容（※具体的かつ詳細に記載してください。）
	会社名（予定）・屋号
	　　
	会社設立日
（創業予定日）

	
	
	　　　　年　　月　　日

	会社所在地
（創業予定場所）
	〒




	（予定する）
出資者等
	出資者名
	出資金額(千円)
	比率(％)
	出資者の所属及び職名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	申請年度
の人員体制
	氏名
	役職名・担当職員
	年齢
	主な略歴・職歴

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業化に当たっての協力企業の有無
	有り・無し
	協力企業名
	具体的な協力内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	取引先等
	取引内容
	企業名
	所在地・取引内容・取引条件等

	
	販売先
	
	

	
	
	
	

	
	仕入先
	
	

	
	
	
	

	
	外注先
	
	

	
	
	
	

	事業内容等


	事業の概要

	
	



	
	創業に至った動機や背景

	
	



	
	事業内容に関する市場の動向や売上等の見込み

	
	（数値や事例を用いて記載すること）




	
	セールスポイント

	
	



	
	現在抱えている課題

	
	



	
	設備導入の理由や効果

	
	（数値や事例を用いて記載すること）




	
	その他（県内他企業への波及効果等）

	
	（県内企業への取引拡大や新規雇用創出・賃金増、成長分野の更なる発展や社会問題の解決への寄与 等）



	必要な資金と
資金調達計画

※必要な資金と調達方法の合計金額が一致する
こと
	必要な資金
	金額（千円）
	調達方法
	金額（千円）

	
	設備資金





	




	

	
	







	
	運転資金




	



	
	
	

	
	合計
	
	合計
	

	他の助成金等の
利用状況
	年度
	助成機関名（国、県、市町村等）
	助成金の名称
	助成内容及び金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



３　当事業による設備投資の計画　　　　　　
	設備の導入区分
	☐新設   　 ☐増設     ☐改修（観光施設又は起業・創業要件のみ）

	導入完了予定日
	　　年　　月　　日

	設備の設置場所
	☐会社所在地（創業予定地）に同じ　　
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



	導入する設備
	金　額（単位：円）

	
	消費税抜
積算対象経費
	消費税抜
積算対象外経費
	消費税
	計

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	



助成金額積算報告書の
設備導入額(A)に転記

	全 体 の 資 金 調 達 計 画　(単位:円)
	一致すること


	助成金申請額
	円
	

	金融機関借入金
	円
	

	県制度融資
	円
	

	その他借入金
	円
	

	自己資金
	円
	

	合　　　　計
	円
	

























別紙１（第１号様式）　　　　　　　　　　　　　　　　※該当する要件の事業計画書を提出すること


生産性革新等挑戦投資促進事業　助成対象事業計画書
【経営革新型事業承継要件】

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長　様
[bookmark: _GoBack]
	
	作成日
	　　　年　　月　　日

	企業名 (ふりがな)
	（　　　　　　　　　　　　　）

	電話番号
	　　　　　－　　　　－

	
	
	FAX番号
	　　　　　－　　　　－

	代表者
役職・氏名
	印
	担当者氏名
	

	所在地
	〒

	役員数
	人 
	従業員数
	人 

	業　種
	【該当するいずれか１つに○印】
１．金属製品製造業　２．一般機械器具製造業　３．電気機械器具製造業　４．その他製造業（　　　　　）
５．サービス業　６．建設業　７．小売業　８．運輸業　９．医療法人　10．卸売業　11．飲食業
12．その他（　　　　　　）

	事業内容
	

	主要仕入先
	
	主要販売先
	

	親会社及びグループ会社
	

	企業区分
	下記(1)から(4)のうち該当するいずれか及び【確認事項】に☑すること。

	
	☐　(1) 大企業（地域未来投資促進法による地域経済牽引事業計画を承認された企業に限　　　
る）※県産業立地課からの承認書のコピーを添付すること

	
	☐  (2) 中小企業（中小企業信用保険法第２条第１項に定めるもの）※事業案内P16参照

	
	☐  (3) 小規模企業（中小企業信用保険法第２条第３項に定めるもの）※事業案内P5参照

	
	☐  (4) その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	【確認事項】
☐  みなし大企業に該当しないことに相違ない。※事業案内P4参照



１　助成対象者への該当内容
 　①金融機関資金を利用する方は、下記(1)から(6)のうち該当するいずれかに☑すること。①、②のいずれかに☑

	☐ (1) 会社法第２条第１項に規定する株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社

	☐ (2) 中小企業信用保険法第２条第１項第１号、第２号に規定する中小企業者

	☐ (3) 事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合又は商工組合連合会

	☐ (4) 商店街振興組合、生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合若しくは酒類業組合又はこれらの連合会

	☐ (5) 農業を営む個人若しくは法人（ただし、農業を２年以上営んでいること。）又は認定農業者

	☐ (6) 医業を主たる事業とする法人


 　②県制度融資を利用する方は、下記(1)から(5)のうち該当するいずれかに☑すること。
	☐ (1) 事業承継資金
☐ (2) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）

	☐ (3) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋新技術・新事業等展開枠）

	☐ (4) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋グリーンニューディール枠）

	☐ (5) 企業立地促進資金貸付金


２　投資計画の具体的な内容（※具体的かつ詳細に記載してください。）

	現在の事業内容や業況等
（事業概要、受注動向、売上や利益の推移等）


	事業の概要

	
	





	
	受注や売上・利益の推移

	
	







	
	今後の見通し等、事業内容等に関して特記すべき事項

	
	






	経営革新型事業承継の内容（実施時期や新分野進出等の内容、計画の概要等）



	事業承継の実施（予定）時期

	
	☐　　　　年　　月実施　　　　☐　　　　　年　　月実施予定

	
	経営革新型事業承継の区分（該当するいずれかに☑すること）

	
	☐ 新分野
 進出
	
	現在の事業分野
	新たに進出する事業分野

	
	
	産業分類
※日本産業分類の中分類
	


	



	
	
	事業の内容
	


	



	
	☐ 新事業
 展開
	新事業展開の内容（該当するいずれかに☑すること）

	
	
	☐ 新商品の開発又は生産
☐ 新役務の開発又は提供
☐ 商品の新たな生産又は販売の方式の導入
☐ 役務の新たな提供方式の導入その他の新たな事業活動

	
	経営革新型事業承継の計画概要

	
	（事業承継の内容や経緯、新分野進出等の必要性、これまでの取組状況等）







	[bookmark: _Hlk2789919]経営革新型事業承継に向けた今回の設備投資の必要性や得られる効果等

	経営革新型事業承継に向けて今回の設備投資が必要な理由

	
	




	
	今回の設備導入による業績への効果及び根拠

	
	（数値や事例を用いて記載すること）








	貴社が抱える課題と今回の設備投資による課題解決効果
	貴社が抱える課題等

	
	




	
	今回の設備投資による課題解決効果

	
	




	その他
（県内他企業への波及効果等）
	今回の設備投資がもたらす県内他企業への波及効果等

	
	（県内企業への取引拡大や新規雇用創出・賃金増、成長分野の更なる発展や社会問題の解決に寄与する 等）




	
	その他

	
	（特記すべき事項があれば記載）


















３　当事業による設備投資の計画　　　　　　
	設備の導入区分
	☐新設   　 ☐増設     ☐改修（観光施設又は起業・創業要件のみ）

	導入完了予定日
	　　年　　月　　日

	設備の設置場所
	☐申請者所在地に同じ　☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



	導入する設備
	金　額（単位：円）

	
	消費税抜
積算対象経費
	消費税抜
積算対象外経費
	消費税
	計

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	



助成金額積算報告書の
設備導入額(A)に転記

	全 体 の 資 金 調 達 計 画　(単位:円)
	一致すること


	助成金申請額
	円
	

	金融機関借入金
	円
	

	県制度融資
	円
	

	その他借入金
	円
	

	自己資金
	円
	

	合　　　　計
	円
	





